
1不動産経済ファンドレビュー 2014.3.05

　2013年は欧州全体で住宅価格が大きく上昇した年といえるだろう。2014年に入っても住

宅価格の上昇基調が継続しており、都市部を中心に不動産バブルの様相を呈している。特

に英国およびドイツでは住宅価格指数がリーマン・ショック前の高値を超え、過去最高値

にまで達した。欧州債務危機の影響を大きく受けたアイルランドでは2013年の第１四半

期で底を打ち、投資需要が急増している。アイルランドは欧州債務危機以降の人口の流出

がいまだ続いているため、実需が住宅価格を押し上げているというよりは投機マネーの流

入が不動産価格の上昇を牽引しているといえる。そのような中、EU各国で生まれ育った多

くの若者は、住宅価格の高騰により家の購入を諦めざるを得ず、大きな不満を抱えている

といっても過言ではないといえる。

　EUでは1997年のアムステルダム条約にて「人の移動の自由」が保証され、域内での労働

市場が自由化された。勤労意欲が高く、厳しい労働を厭わない移民の急増は、都市部の人

口を増加させ住宅価格上昇の一因になっているといわれている。各国の社会保障費を増大さ

せ、若年層の職を奪うなど受入れ準備の不備を露呈し、さまざまな摩擦を生むようになって

きた。特に2014年2月9日、スイスの国民投票において、EUからの移民受入れに上限を設

ける案が50.3％と僅差で可決されたことは重要な事実として認識すべきであろう。スイスは

EUには加盟していないものの、EU28カ国とアイスランド、リヒテンシュタインおよびノルウェー

で構成される欧州経済圏（EEA）と移民協定を結んでいるため、事実上、EUからの移民を受

け入れている。今回の国民投票の結果を受けて、3年以内に移民受入れに上限を設ければ、

事実上EEAとの移民協定を拒否する対応により踏み切ることとなる。国民が移民規制支持に

至った背景を推察すると、近年の住宅価格の高騰による若年層からの不満も密接に絡む。

　一方、英国では、2014年1月からわずかな頭金で持ち家購入を可能とする英国政府支

援策の第2弾である住宅ローン保証(Mortgage Guarantee)スキームがスタートした。こ

の政策の一番の目的は、住宅価格の高騰により頭金が用意できない若年層を支援するこ

とだといわれている。また急速な賃料の上昇により、持ち家購入に向けた貯蓄がままなら

ない世帯が増えている事情も見え隠れしている。特にイングランドでは、平均的な賃料が

月額の住宅ローン返済額（修復や補修費用を含む）よりも割高となっており、賃貸が持ち

家の安価な代替策という従来の認識はもはや通用しないという。英国の賃貸契約は通常

6～12カ月と比較的短く、契約更新時の賃料引上げについては、なんら制限もない。こ

のため賃借人の立場が極めて弱いものとなっている。現状の英国では、5％の頭金では、

住宅ローン金利が5.5％～6％が一般的なレートとなり、住宅ローン商品の数も豊富とはい

えない。今回のスキームの導入により、金利は4.5％程度にまで下がり、選択肢も広がる

ものとみられている。ただし同スキームが更なる住宅価格の高騰を引き起こしているとの

批判もある。欧州での住宅価格の動向はこれからも注視する必要がありそうだ。
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